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いる。たとえば企業主は企業に一定の貨幣金
額の財貨を投資し、これを運用して多額の貨
幣金額とすることを目的とする。この増加し
た貨幣金額を利益（ときに利潤の言葉も使わ
れる）という。このため投下資本も、企業の
有する財貨も、これらの増減も、すべて貨幣
金額で計算しなければならない」ⅱ。つまり、
簿記は、貨幣により企業の活動を把握する。
　簿記の記録作業の基本は、仕訳帳により取
引を記録し、仕訳帳からこの取引を元帳に転
記することにより成立している。この場合、
仕訳帳の役割は第１次的に歴史的記録であり、
同時に歴史的記録である取引を勘定に分解・
仕訳することである。一方、元帳のそれは仕
訳・分解された勘定ごとに分類集計すること
であるⅲ。それでは、簿記は、貨幣を利用し、
取引をどのようなものとして捉えているので
あろうか。会計学が求める取引の認識・処理
の仕方すなわち仕訳に上掲引用のように従属
しているだけであろうか。
₁　問題の提起
　周知のように、会計の国際化に伴い、会計
アプローチが収益費用アプローチから資産負
債アプローチに変更された。この変更は、従
来の一連の簿記作業に対して、どのような要
請をするのであろうか。さらに、簿記はそれ
をそのまま受け入れられるのであろうか。本
稿の問題意識はここにある。
　ところで、簿記と会計の関係については、
次のような見解が支配的であった。「評価論
は会計学（Accounting）または財務諸表論
（Theory of Financial Statements）の中心であ
る。簿記学では財貨が正しく評価され、正し
い金額が与えられているものとして、その記
録・計算の理論および技術を取扱う」ⅰ。
　それでは、簿記はこの任務を具体的にどの
ように果たすのであろうか。「今日の営利企
業は資本家的経済機構の上に立っている。こ
の経済機構は貨幣価値を基礎として成立して
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　近年わが国では、会計アプローチが「企業会計原則」を支える収益費用アプローチから、
会計の国際化の影響で資産負債アプローチに変化しつつある。このような会計アプロー
チの変化は現実の簿記作業にどのような影響を与えるのであろうか。ところで、これま
では、会計学は数値決定を支配し、簿記は形式として、それを受け入れるという見解が
主流であったが、本論文は、このような見解の妥当性について考察している。
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を振り出し支払った。その時の資産除去債務
の現在価値は 82,000円（資産除去時の金額は
100,000円になるとする。）である。この取引
は、次のように仕訳することが求められる。
（備　品）  1,047,600 （当座預金）  1,000,000
 （資産除去債務）　  82,000
しかし、収入支出の事実に基づいた仕訳では、
次で十分である。
（備　品）  1,000,000 （当座預金）  1,000,000
この処理では、上の資産除去債務の記録は、
実務上、追加的記録として、財務諸表作成の
ために、負債の認識ⅴ、および減価償却費の
計算のための手続きにおいて求められると考
えられ、極言すると、決算整理で行えば、充
分であるといえる。これで、会計学の要請は
全うできる。
　以上の備品の処理についての仕訳の要請か
ら考えると、簿記の役割を思考するとき、簿
記へ要請を行う会計学の論理、これは即、収
益費用アプローチと資産負債アプローチの計
算構造の違いを確認しておく必要があると思
われる。そこで、次節では、これを取り上げ
る。
₂　会計アプローチの計算構造
　先ず、収益費用アプローチ、資産負債アプ
ローチの計算構造をそれぞれ＜例―１＞、＜
例―２＞に纏めてみたⅵ。これにより、それ
ぞれの特徴を分析する。
　収益費用アプローチは、収入支出を基本と
することからⅶ、元帳記録から誘導される試
算表は収支計算の形を取る。ただし、債権債
務（ここでは、売掛金と買掛金）も把握され
ているから、収支が単なる現金（当座預金等
も含む）のみならず、拡張された収支計算の
形を取るⅷ。＜例―１＞をみると、元帳記入
　これについて、次のような見解も見られる。
「簿記による財産計算・損益計算は、企業が
資本主から受け入れた自由選択資金としての
資本の保全と運用とにつき、その経過を収入・
支出の事実にもとづいて記録し、保全と運用
とにともなう会計責任のいきさつを明らかに
するとともに、一定期間の貨幣利潤を算定す
る計算部門であり、それは第１に受託責任の
目的に役だつとともに、あわせて、経営管理
会計の諸分野に基礎的データを提供する。し
たがって、それは企業制度の基幹をなすもの
である」ⅳ。ここでは、収入支出の事実に基づ
いて取引を記録することが簿記の役割とされ
ている。そして、日々の「経過を収入・支出
の事実にもとづいて記録」することが仕訳帳
の、「経営管理会計の諸分野に基礎的データを
提供する」ことが元帳の役割になることを示
していると思われる。そうであれば、仕訳帳
の記録は、会計学が求める評価論以前に、収
入支出によることになる。これを反映するよ
うに、これまでの簿記の手続きでは、期中に
おいて、収益費用は原則、収入支出により捉
えられ、決算時に、決算整理の段階で、会計
学の要請つまり評価論を受け入れてきたとい
える。その典型が、発生主義による前受未収
前払未払の調整である。この調整は翌期首に
再振替えされ、その後の取引つまり歴史的記
録も収入支出により捉えられる。つまり、記
録の最初は収入支出の事実による。ここでは、
評価論の作用を排除している。そして、再振
替の必要性は「同一取引同一仕訳の原則」に
よって説明される。
　これに対し、近年の資産負債アプローチに
よる取引では、次のような収入支出を超える
仕訳の要請がみられる。
　備品 1,000,000円を取得し、代金は小切手
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項　目
試算表 決算整理 損益勘定 残高勘定
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
繰越商品 300 400 300 400
仕　　入 1,500 300 400 1,400
売　　上 2,000 2,000
備　　品 1,000 1,000
減価償却累計額 0 250 250
資産除去引当金 0 25 25
投資有価証券 500 500
支払家賃 260 20 240
資 本 金 1,500 1,500
貸倒引当金戻入益 2 2
貸倒引当金繰入額 4 4
前払家賃 20 20
減価償却費 250 250
資産除去引当費 25 25
繰越利益剰余金 198 1,919 2,002 281
（当期純利益） 83
3,560 3,698 2,002 2,002
［拡張収支］
売 掛 金 200 200
貸倒引当金 2 2 4 4
買 掛 金 180 180
当座預金 120 120
3,880 3,880 1,001 1,001 2,240 2,240
＜例−₁＞　収益費用アプローチの計算構造
項　目
試算表 残高勘定 増　減 決算整理 損益勘定
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
当座預金 120 120 0
売 掛 金 200 200 0
貸倒引当金 2 4 2 2
商品（繰越商品・仕入） 1,800 400 1,400 1,400
売上（前受売上） 2,000 0 2,000 2,000
備　　品 1,082 1,082 0
減価償却累計額 0 271 271 271
資産除去債務 82 86 4 4
投資有価証券 500 570 ａ） 70
前払家賃（支払家賃） 260 20 240 240
買 掛 金 180 180 0
3,962 2,264 2,392 541
［純財産］
資 本 金 1,500 1,500 0
売　　上 2,000 2,000
貸倒引当金繰入額 2 2
売上原価 1,400 1,400
減価償却費 271 271
利息費用 4 4
支払家賃 240 240
繰越利益剰余金 198 281 1,987 2,000 1,917 2,000
（当期純利益） 83 83
その他有価証券評価差額金 0 70 ａ） 70 3,917 3,917 2,000 2,000
3,962 3,962 2,392 2,392 2,070 2,070
＜例−₂＞　資産負債アプローチの計算構造
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すなわち収支計算書である（決算整理前）試
算表を出発点にして、決算整理において、損
益計算の視点からの要請による調整（修正）
を元帳に加え（決算整理）、この調整後の元
帳から、損益勘定（損益計算書）を作成し、
残高勘定（貸借対照表）を誘導している。こ
の精算表の順序すなわち計算構造は、正しく
実際の決算手続きにも相応しているⅸ。つま
り、形を見る限りでは、収益費用アプローチ
の計算構造は実際の決算手続きと一致してい
る。
　なお、債務除去費用は、収益費用アプロー
チの考え方により、将来の支出（費用総額 
100）を先行して捉え、引当金方式で計上し
ている（資産除去引当金 25）。加えて、投資
有価証券については、評価益を認識せず、当
期の損益つまり損益計算書の構成要素として
いないので、これを計上していないⅹ。
　一方の資産負債アプローチでは、資産負債
の把握と純資産（持分）の計算が重要であるｘｉ。
したがって、決算過程では最後に出る残高勘
定（閉鎖残高勘定）が会計を主導する。＜例
―２＞の残高勘定では、資産 2,392と負債 541
が把握され、純資産 1,851が計算される。そ
れでは、損益勘定は、どのように誘導される
のであろうか。その資料を提供するのが簿記
記録であり、それをまとめた（決算整理前）
残高試算表である。試算表は、資産の期末当
在高（損益がないとしたら、あるべき残高）
3,962、負債の期末当在高 2,264を計上すると
ともに、計算上の純資産、利益計算の視点で
いうと、元入資本 1,698を計算している。こ
れにより、「期末純資産－元入資本」という形
で、純資産の当期増加額 153が計算される。
このうち、70はその他有価証券評価差額金と
して、純資産の部に直入され、残りの83が個
別の資産負債の増減をまとめた利益数値を示
し、繰越利益剰余金の増加要素（2,000－
1,987）となる。しかし、原因は分からない。
そこで、出てくるのが増減欄であり、それを、
決算整理により、適当な勘定に振替え、損益
勘定を誘導する。損益勘定はいわば損益（資
産負債の）増減分析表の機能を果たすｘｉｉ。こ
のように資産負債アプローチでは、決算整理
は残高勘定（貸借対照表）が主導する。
　以上の考え方は、収益費用アプローチのよ
うに我々が慣れ親しんでいる簿記の手続きと
は異なるので、資産負債アプローチの取引の
論理的な把握法について紹介しておこう。勿
論、実際に、このような処理が行われてはい
ないことは言うまでもない。
　売上は仮に、負債いうなら前受売上（2,000）
と捉えられ、計算上の純資産すなわち元入資
本の計算要素となる。その後、商品販売の確
認により、この債務の消滅を認識し、前受売
上減少の記録とともに、この負債減少の原因
として収益つまり売上が記録される。＜例―
２＞の決算整理はこれを示している。実際に
は、実務で行われているように、売上が収益
として計上されているので、これを損益勘定
に振替えればよい。一方、仕入と繰越商品は
まとめて、有高としての商品勘定（1,800）
と捉えられる。その後、期末商品の有高（400）
が確認され、無くなった分が売上原価（1,400）
とされる。支払家賃についても、最初に、い
わゆる資産法により前払家賃（260）として
捉え、その減少分を費用（240）とするのが
資産負債アプローチによる論理的な方法であ
る。つまり、資産負債アプローチによれば、
取引の仕訳（原初記録）は資産法（負債法）
による。
　その他、前掲収益費用アプローチと比較し
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掛金と買掛金取引（例は、一つの取引しか記
入していないが、実際は多くの取引になる。）
は合計転記し（当該企業には多くの部門があ
ると考えて、小口現金勘定も合計転記され（た
だし、例では、０としている。）、日々の数の
少ない取引は個別転記する体制にしている。
　ここで、備品の取引の記入を見ると、支払
われた 1,000,000円のみが記入され、資産除
去債務は把握されない。つまり、「収入・支出
の事実にもとづ」けば、資産負債アプローチ
が求める正しい備品勘定の金額がえられない
ことになる。つまり、前掲の資産除去債務を
計上する方法は、資産負債アプローチの計算
構造でみたように、財務諸表の作成を意識し
た仕訳であるといえるｘｉｖ。
　そこで、資産負債アプローチになって求め
られる例を挙げて、この見方の妥当性を検証
してみる。
　近年の新しい会計処理として、リース取引
がある。現在価値 2,380,000円の販売用車両
について、リース契約を結んだとき、次の仕
訳が行われる（車両は期首から使用開始、耐
た特徴として、備品については、これに関わ
る資産除去債務も認識され、これにより備品
の価額が決まり、減価償却費もその分大きく
計算され、その後、資産除去債務の時価評価
により、増えた負債価額に相応した利息費用
が計上される点、また、投資有価証券につい
ては、時価評価され、わが国のやり方では、
評価の増分は、損益勘定には計上されず、直
接、純資産の中に収容されるｘｉｉｉ点が挙げられ
る。
　それでは、仕訳帳つまり簿記本来の記録（原
始記録）では、上述の備品の購入手続きをど
のように把握できる、否、把握しているので
あろうか。
₃　簿記による諸取引の把握
　簿記の原始取引すなわち日々の記録として
は、一般には、特殊仕訳帳（とくに部門ない
し活動ごとの特殊仕訳帳）が使用される。こ
の例では、当座預金出納帳である。そこで、
この取引を記録してみる。これを示したのが、
＜例―３＞である。この特殊仕訳帳では、売
日付
相　手　勘　定
摘　要 丁数
借　方　勘　定 貸　方　勘　定
丁数 預 入 引 出 残 高
借方勘定 貸方勘定 諸口 小口 現金 買掛金 諸口 小口 現金 売掛金
3 1 前月繰越 ✓ 900,000
2 青森商会 得45 5,000,000 5,000,000 5,900,000
7 弘 前 商 店 仕 3 700,000 700,000 5,200,000
10 備　　　品 17 1,000,000 1,000,000 4,200,000
31 リース債務 23 457,400
支 払 利 息 33 47,600 505,000 3,695,000
〃 退職給付引当金 19 2,000,000
前払年金費用 20 500,000 2,500,000 1,195,000
買掛金／売掛金10／3 4,005,000 0 700,000 0 0 5,000,000 2 5,000,000 4,705,000
前月繰越 900,000
次月繰越 ✓ 1,195,000
5,900,000 5,900,000
4 1 前月繰越 ✓ 1,195,000
3 青森商会 得45 4,000,000 4,000,000 5,195,000
10 支払リース料 34 500,000 500,000 4,695,000
30 退職年金拠出額 21 2,500,000 2,500,000 2,195,000
＜例−₃＞　当座預金出納帳（特殊仕訳帳）
	 	 	当座預金出納帳		 〈14〉
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用年数５年、残存価額０円、定額法で償却、リー
ス料 505,000円期末払い、リース料のうち利
息部分 47,600円）。
　（車両運搬具） 2,380,000 （リース債務） 2,380,000
その後、次の仕訳が行われると説明される。
　（リース債務） 457,400 （当 座 預 金） 505,000
　（支 払 利 息） 47,600
　（リース債務） 466,548 （未払リース債務） 466,548
　（減価償却費） 476,000 （車両運搬具減価償却累計額） 476,000
＜例―３＞の当座預金出納帳には、この仕訳
通りに記入している。
　問題は、現実に、この仕訳が行われるかで
ある。ここでは、支払取引がリース債務の減
少と支払利息計算とに分けられ、既にいわゆ
る決算整理の形になっている点が先ず問題に
なろう。つまり、当座預金出納帳係（出納担
当者）が当該取引の決算事務（最終の形）を
知っていることが前提になっている。しかし、
実務上、このようなことはありえない。さら
に、リース料の支払いが期末に行われるとは
限らない点が加わる。そうであれば、例えば、
決算日直前の支払い時なら、次の記録が妥当
である。
　（支払リース料） 505,000 （当座預金） 505,000
　これをさらに明白にいうと、支払い日と決
算日がずれた場合、仮に、この時に支払った
支払リース料を 500,000円とすると、次の仕
訳が行われる。＜例―３＞の４月10日の記入
はこれに基づく記入を示している。
　（支払リース料） 500,000 （当座預金） 500,000
　この記入を受け、決算において、次の決算
整理が行われる。この場合、その後、リース
料の支払いはなかったとすると、未払リース
料が計上される。
　（リース債務） 457,400 （支払リース料） 500,000
　（支 払 利 息） 47,600 （未払リース料） 5,000
　（リース債務） 466,548 （未払リース債務） 466,548
　（減価償却費） 476,000 （車両運搬具減価償却累計額） 476,000
　このようにみてくると、最初に示した、当
座預金減少の相手勘定として、リース債務と
支払利息を計上した仕訳は、財務諸表作成を
意識したものであるといえ、日常取引におけ
る仕訳として可能であるとは思われない。
　同じように財務諸表作成を意識したものと
して、退職給付に取引に係る次の例が挙げら
れる。
　退職給付引当金の残高は 1,000,000円。これ
に対し、当期の退職給付費用（勤務費用＋利
息費用－期待運用収益）は 2,000,000円であ
り、これを引当計上するとともに、年金機関
に（翌期分を含む）2,500,000円を当座預金か
ら拠出した。
　（退職給付費用） 2,000,000 （退職給付引当金） 2,000,000
　（退職給付引当金） 2,000,000 （当 座 預 金） 2,500,000
　（前払年金費用） 500,000
　＜例－３＞の特殊仕訳帳には、後者の仕訳
に基づく記帳を示しておいた。この拠出の仕
訳においても、上述リース取引同様、退職給
付引当金すなわち負債の金額を記録係が分
かっていることが前提となっている。しかし、
これもありえないｘｖ。さらに、この仕訳では、
これまでの簿記の処理では、決算整理で出て
くる繰延の仕訳すなわち前払年金費用も計上
されている。ここでも、決算整理仕訳と日常
取引仕訳が混淆している。そこで、上の仕訳
を収入支出すなわち当座預金出納帳の次元で
書くと、次の仕訳が妥当であろう。＜例－３＞
の４月30日の記録がこれである。
　（退職年金拠出額） 2,500,000 （当 座 預 金） 2,500,000
　これを受け、決算整理で次のように、退職
年金拠出額を財務諸表作成のために適当な勘
定に振替・整理する。
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　（退職給付費用） 2,000,000 （退職給付引当金） 2,000,000
　（退職給付引当金） 2,000,000 （退職年金拠出額） 2,500,000
　（前払退職年金拠出額 ） 500,000 （退職年金拠出額） 500,000
　または（前払年金費用）
　なお、翌期首に、次の再振替仕訳が行われ、
　（退職年金拠出額） 500,000 （前払退職年金拠出額 ） 500,000
　  または（前払年金費用）
これにより、年金機関への拠出という同じ事
実（取引）が同じ記帳となり、「同一取引同一
仕訳の原則」が維持される。
₄　まとめ
　以上、簿記と会計アプローチとの関係を考
察してきた。これについて、収益費用アプロー
チと資産負債アプローチでは、第２節で述べ
たように、計算構造そのものが異なっていた。
　ここで、簿記への要請を行う会計つまり計
算構造とそれを受け入れる過程である簿記ｘｖｉ
の決算手続きの実際をみると、第３節で分析
したように、明らかに、簿記は収益費用アプ
ローチに則っている。すなわち、拡張された
形ではあるが収入支出計算書と解釈される残
高試算表を素材にして、損益勘定つまり損益
計算書を作成し、貸借対照表つまり閉鎖残高
勘定（英米法では、繰越試算表）を誘導して
いる。ところで、仕訳帳が収入支出に基づく
と言うことは、その記入は現金（債権債務を
含む拡張された現金）を計算目的とすること
であり、各取引はこの計算目的との関係で把
握される。よって、仕訳もこれに支配される。
そして、現金は継続して存在し続けるもので
あり、ここには、（期間を区切り、）決算をす
るという考え方はない。したがって、同じ性
質を持つ現金増減を生み出した取引の仕訳に
おいて、この現金と対応される勘定の使用は
同じでなければならい。いわゆる「同一取引
同一仕訳の原則」である。
　一方、資産負債アプローチの計算構造をみ
ると、簿記の最終形態である貸借対照表すな
わち閉鎖残高勘定（繰越試算表）が会計を支
配している。そもそも貸借対照表は期間を区
切ること、すなわち決算を行って始めて出て
くるものである。そして、第１節の引用のよ
うに、評価論すなわち数値決定は会計学、簿
記はその記録・計算の理論および技術という
見解に立てば、日常の取引の仕訳も貸借対照
表の作成、簿記の次元では、決算を意識して
行われなければならないことになる。前掲の
近年求められる仕訳はこれを目指している。
つまり、資産負債アプローチでは、財務諸表
作成を意識した仕訳、簿記でいうと、最終の
元帳を意識した仕訳が要請されるということ
である。
　ところで、簿記の手続きは、歴史的記録で
ある仕訳帳があり、それを元帳に転記する。
そして、継続する歴史記録であれば、同じ取
引は同じ記録つまり仕訳でなければならない
はずである。同じ取引が異なる記録すなわち
仕訳となると、事実を反映した記録とは言え
ないであろう。つまり、「同一取引同一仕訳の
原則」は簿記の歴史記録の意味すなわち仕訳
帳の存在意味を支える根本原則であると思わ
れる。このように考えてくると、簿記には、
評価すなわち数値決定においても会計学に支
配されない簿記固有の論理があるように思わ
れる。その論理は、最初に取引を捉える仕訳
帳、とくに専ら外部と企業の各活動を捉える
特殊仕訳帳の中にあるように思えてならない。
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注
ⅰ 沼田嘉穂、『簿記教科書』５訂新版、同文舘、平
成11年、６頁
ⅱ 沼田嘉穂、前掲書、５頁、なお、「投下資本」は
貸方・資本、「財貨」は借方・資産を指しているこ
とはいうまでもない。
ⅲ 片野一郎、『新簿記精説（上巻）』、同文舘、昭和
58年、56頁
ⅳ 片野一郎、前掲書、26－27頁、なお、引用文の
意味を複式記入に当て嵌めてみると、次の解釈に
よる仕訳になると思われる。
　（現　　　　  金） 1,000 （資　　本　　金） 1,000
　〈会計責任〉  〈会計責任の発生原因：収入〉
　（創 　 立 　 費） 10 （現　　　　　　金） 10
　〈会計責任の消滅：支出〉  〈会計責任〉
　この場合、貸方が収入であることに注目したい。
　なお、借方が資産、例えば、建物の場合には、
建物に支出したことが、会計責任の消滅であると
ともに新たな会計責任の発生すなわち会計責任の
移転となり、減価償却が会計責任の最終的な消滅
と考える。
ⅴ 購入の意思決定事項として、この負債の認識は
必要である。しかし、これは、歴史的記録として
の簿記とは、別次元の問題であると考えている。
ⅵ この計算構造については、岩田　巌、『利潤計算
原理』同文舘、昭和43年、「第１編　第６章　財産
法の構造、第７章　損益法の構造」により、収益
費用アプローチ、資産負債アプローチの論理に合
うよう改変している。なお、財産法が資産負債ア
プローチ、損益法が資産負債アプローチに相応す
る。
ⅶ 企業会計原則では、「すべての費用及び収益は、
その支出及び収入に基づいて計上し、その発生し
た期間に正しく割当てられるように処理しなけれ
ばならない。」（第二　損益計算書原則　一　Ａ）
と記している。
ⅷ 例えば、備品を購入したが、代金が未払いの場
合、次の記録を行われる。
　（備　　　品） 1,000,000 （未　払　金） 1,000,000
　未払金の計上は、収支概念を将来支出まで拡張し
ている。
ⅸ 収益費用アプローチに立っているとみられる企
業会計原則の構成すなわち損益計算の原則が先行
し、その後、貸借対照表原則が来る構成が正しく
これと一致する。
ⅹ 認識する場合は、その他有価証券評価益を計上
し、これを損益勘定の項目とする。ただし、この
処理は実現主義の原則に抵触する。
xi  IASB, Framework for the Preparation and 
Presentation of Financial Statements、2001, 49
項。なお、資産負債アプローチでは、収益費用は資
産負債の増減により認識される（Framework for 
the Preparation and Presentation of Financial 
Statements、92、94項）。
xii  前掲、収益費用アプローチでは、損益勘定（損
益計算書）が先行し、残高勘定は、試算表と損益
勘定から誘導される。したがって、損益勘定の差
額（利益または損失）は未処分利益勘定（＜例－１＞
では、繰越利益剰余金勘定で示している。）に振
替えられる。この場合、未処分利益がマイナスに
なる場合には、未処理損失勘定（繰越利益剰余金
のマイナス）が新たに設けられる。未処理損失勘
定は当期の損失が繰越利益を上回る場合、当期の
利益が繰越損失を補填できない場合などなどに使
用される。これに対して、資産負債アプローチに
立ってからは、繰越利益剰余金勘定がマイナスに
なっても、この勘定のままである。これを計算構
造論的に説明すると、そもそも繰越利益剰余金は
差額にすぎないと考えているからであるといえる
と思う。これに対し、収益費用アプローチでは、
未処分利益ないし未処理損失は、それ自体で決ま
るものではなく、源泉の表示が必要になり、その
ために、その原因を明示することになるものと思
われる。
xiii 包括損益計算書では、この要素になることは周
知の事実である。
xiv  他の視点では、資産除去債務すなわち負債を把
握することが重要であるということもできる。し
かし、これは、収益費用アプローチのように資産
除去引当金のように期末に計上しても問題はない
と思われる。つまり、日常取引として、その都度
計上する必要があるかという問題である。
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xv  決算整理後に、年金受取機関に拠出することも
ありえない。
xvi  なお、資産負債アプローチについては、そもそ
も複式簿記を予定していないという考えもある
（藤井秀樹、「新会計基準にみる会計思考の連続と
非連続」『會計』第173巻第１号（2008年）、35頁）。
しかしながら、このアプローチでも歴史記録、こ
の機能を果たす簿記を予定していることは間違い
 ない（ Framework for the Preparation and 
Presentation of Financial Statements、58、63
項 ）。
